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九州ガス
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都市ガス・
プロパン販売

太陽光発電・
ソーラー
パネル
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及び管理

建設・宅地
建物取引業

鋼板切断
加工・ステン

レス製品

鋼構造工事

ガス・空調等
の設備設計・
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供給・販売
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※地域脱炭素ロードマップ対象主要分野への懸念

国

地方

自治体

民間
企業

このままでは
歯車が噛み合わないのでは

国・地方自治体・民間企業の
足並みが揃うのか

宣言責任の重要性・
地方への具体的施策の打ち出し

世界

日本

地方

・資源の有効活用 ・燃焼に対するマイナスイメージの払拭

●地方都市ガス事業者としては

●地方都市ガス事業者としての役割と責任

低炭素社会の実現を通じた脱炭素社会へのチャレンジ

カーボンニュートラルへの取組みがあまりにも で テーマであること
２０５０年
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【出典：日本ガス協会作成「ガスの役割を果たすための取り組み」】

・今後30年間1日たりともエネルギーの供給を途絶させることなく、徹底した低炭素化を進めることが重要
・そのために、ガス事業者は、

①天然ガスシフト燃料・転換（下図参照）②高効率ガスシステムの普及拡大 ③コージェネの普及拡大
等に取り組み、2050年の脱炭素化社会に「繋いでいく」役割に貢献していくことが喫緊の優先課題

低炭素社会の実現を通じた脱炭素社会へのチャレンジ

＜参考＞①天然ガスシフト（燃料転換）：燃料転換におけるCO2削減ポテンシャル
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石油製造 2% その他 0%

390 PJ

石油製造を除く全体の
98%がポテンシャル。
中でも、鉄鋼・紙・化
学業界が大きなポテン
シャルを有している。

グラフ：
業種別石炭（一般炭）のポテンシャルシェア
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23%

食品、機械
ほか

25%

270 PJ

石油製造を除く全体の76%が
ポテンシャル。
その内の化学、紙、繊維、窯業、鉄鋼
等は１件の熱の需要家規模が大きく、
取り組みやすい代表的な分野。
総消費量206PJが対象ポテンシャル。

グラフ：業種別重質油ポテンシャルシェア

原燃料 総消費量
［ＰＪ］

ＣＯ２排出量
［万t-CO2/年］

都市ガス転換時の
ＣＯ２削減量

［万t-CO2/年］
灯油 43.6 299 75

軽油 29.4 203 51

ＬＰＧ 46.4 278 40

Ａ重油 121.6 861 236

Ｃ重油 149.0 1,102 335

製油所ガス 343.3 1,818 52

合計 1,123 8,054 2,275

石炭
発電・蒸気：一般炭 390.1 3,493 1,486

＜対象業種における削減効果＞
○CO2排出削減量：433万t-CO2 /年

※計算式：( 236 + 335 ) × 76% = 433

＜対象業種における削減効果＞
○CO2排出削減量：1,456万t- CO2 /年

※計算式：1,486 × 98% = 1,456

出典：総エネ統計2018 詳細表
※原燃料の総消費量は、製造業における「最終消費（原材料除外）」「自家用発電」
「自家用蒸気」の合計値を記載

• 他化石燃料からの燃料転換によるCO2削減ポテンシャルは以下の通り。
• 特に製造業においては、産業用の高温度帯に化石燃料が活用されており、電化も難しい領域。
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